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１－１ 策定の経緯 

○ 平成２６年 ５月 ８日 日本創生会議による 「消滅可能性都市の公表」 
○ 平成２６年 ９月 ３日 まち・ひと・しごと創生本部の設置についての閣議決定 
○ 平成２６年１１月２１日 まち・ひと・しごと創生法案成立 
○ 平成２６年１２月２７日 まち・ひと・しごと創生総合戦略・長期ビジョン閣議決定 
○ 同日          都道府県・市町村へ総合戦略策定の要請 

○ 平成２７年 ２月 ９日 三宅町地方創生本部設置 
○ 平成２６年 ２月２６日 第１回三宅町地方創生本部本部会開催 
○ 平成２７年 ６月 ５日 三宅町地方創生推進委員会設置条例の制定 
○ 平成２７年１２月１４日 第１回三宅町地方創生推進委員会開催 
○ 平成２８年 ３月２３日 第２回三宅町地方創生推進委員会開催 

１－２ 国の長期ビジョンの概要 

人口問題に対する基本認識   
 「人口減少時代の到来」 

今後の基本的視点 
 ○３つの基本的視点 
  ①「東京一極集中」の是正 
  ②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 
  ③地域の特性に則した地域課題の解決 
 ○国民の希望の実現に全力を注ぐことが重要 

目指すべき将来の方向 
 将来にわたって「活力ある日本社会」を維持する 
  ○若い世代の希望が実現すると出生率は１．８程度に向上する。 
  ○人口減少に歯止めがかかると、２０６０年に１億人程度の人口が確保される。 
  ○人口構造が「若返る時期」を迎える。 
  ○「人口の安定化」とともに「生産性の向上」が図られると、２０５０年代に実質GDPは、 
   １．５～２％程度に維持される。 
 
地方創生がもたらす日本社会の姿 
 地方創生が目指す方向 
  ◎自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形成を目指す。 
  ◎外部との積極的なつながりにより、新たな視点ら活性課を図る。 
  ◎地方創生が実現すれば、地方が先行して若返る。 
  ◎東京圏は、世界に開かれた「国際都市」への発展を目指す。 

１ 人口ビジョンとは 
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２ 人口の現状分析 

２－１ 国の人口の推移 

日本の将来人口は今後加速度的に進む 

 
○ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成24年1月推計」（出生中位（死 
 亡中位））によると、2060年の総人口は約8,700万人まで減少すると見通されている。 
○ 仮に、合計特殊出生率注1が2030年に1.8程度、2040年までに2.07程度（2020年には1.6程 
 度）まで上昇すると、2060年の人口は約1億200万人となり、長期的には9,000万人程度で概 
 ね安定的に推移するものと推計される。 
○ なお、仮に、合計特殊出生率が1.8や2.07となる年度が5年ずつ遅くなると、将来の定常人 
 口が概ね300万人程度少なくなると推計される。 
 

（図１）我が国の人口の推移と長期的な見通し 

【出典】国長期ビジョン 

（注１） 合計特殊出生率とは、「15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、一人 
    の女性がその年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。（厚生 
    労働省） 
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本町においては、すでに人口減少がはじまっている 

 
○ 戦後から昭和４５年頃の高度経済成長期には、本町においても石見団地・屏風団地・高杉 
 団地などの開発が進んだことにより、人口が急増している。 
○ その後は、人口は一定に均衡し、いわゆるバブル経済期直後の平成５年の８，６７２人を 
 ピークに、その後の景気低迷期においては、人口は減少傾向にある。 
 

（図２）本町の人口の推移 
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○町内団地開発（S41～48）  
  （石見・東屏風・高杉） 
○第２次ベビーブーム（S46～49） 

7,952 
（S49) 

○バブル経済（～H4）後 
徐々に減少 

5,903 
(S43) 

8,672 
（H5) 

7,157 
(H25) 

【出典】国土交通省国土地理院｢全国都道府県市区町村別面積調｣ 
    県統計課｢奈良県推計人口調査｣ 

２－２ 本町の人口推移 
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本町においては、若者が減り、高齢化が進んでいる 

○ 戦後、生産年齢人口注1が増加し、昭和55年代から平成元年にかけて一定水準を維持してい 
 たが、平成10年頃から減少に転じ、現在まで減少が続いている。平成2年を基準として、平 
 成25年は、0.71倍となっている。 
○ 年少人口注2は、昭和40年代には「第２次ベビーブーム」により維持された時期があったが 
 、長期的には減少傾向が続き、平成8年には、老年人口注３を下回った。 
○ 一方、老年人口は、生産年齢人口が順次老年期に入り、また、平均余命が延びたことから 
 、一貫して増加を続け、平成2年を基準として、平成25年には、2.16倍となっている。 
○ 人口ピラミッドによる人口構造についても、団塊の世代といわれる年代が他の世代に比べ 
 最も多くなっている。 

（図３）本町の年齢３区分別人口の推移 

【出典】本町住民基本台帳システム（平成27年1月1日現在） 
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（図４）本町の人口ピラミッド（H27.1.1現在） 

第２次ベビーブーム 
（昭和46年～49年） 

第１次ベビーブーム 
（団塊の世代） 

（昭和22年～24年） 

【出典】「住民基本台帳に基づく奈良県年齢別人口」 
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人口減少において、状況は大字ごとに異なる 

伴堂 
 ○ 昭和40年から昭和60年ごろまでは、1,300人程度で均衡していたが、平成12年頃まで増 
  加傾向にあった。現在は若干減少傾向にあるが、1,600人程度で一定の水準を維持してい
る。 
伴堂1丁目 
 ○ 宅地開発により昭和45年頃より150人前後で推移している。  
伴堂2丁目 
 ○ 宅地開発により昭和50年頃に200人を超え、平成5年に278人へ増加したが、それ以降 
  はやや減少傾向にある。 
小柳 
 ○ 昭和42年には426人であったが、その当時より現在まで減少傾向にあり、平成２５年に 
  は258人となっている。 
但馬 
 ○ 昭和41年で377人であったが、減少傾向にあり、平成25年には247人となっている。 
上但馬 
 ○ 昭和50年代後半までは、2,300人程度で推移していたが、それ以降は、年平均25人程度 
  が減少しており、平成25年には1,424人となっている。 
屏風 
 ○ 350人程度を推移していたが、近年は増加傾向にあり、平成23年以降は400人を超えてい 
  る。 
東屏風 
 ○ 宅地開発により昭和49年に1,000人を超え、昭和52年には最大1,235人となったが、それ 
  以降はゆるやかな減少傾向にあり、平成25年には842人となっている。 
三河 
 ○ 180人程度を推移しており、昭和52年には200人となっていたが、ゆるやかな減少傾向に 
  あり、平成25年には146人となっている。 
石見 
 ○ 石見団地の開発により昭和４０年代に急激に人口が増加し、平成11年には2,242人とな 
  り、現在は若干減少傾向にあるが、現在町内で最も多い大字となっている。 
 

伴堂 
 ○ 昭和４０年から昭和60年頃までは、１，３００人程度で推移していたが、その後、平 
  成１２年頃まで増加傾向にあった。現在は若干減少傾向にあるが、１，６００人程度で 
  一定の水準を維持している。 
 
伴堂１丁目 
 ○ 宅地開発により昭和４５年頃から１５０人前後で推移している。  
 
伴堂２丁目 
 ○ 宅地開発により昭和５０年頃に２００人を超え、平成５年に２７８人まで増加したが、 
  それ以降はやや減少傾向にある。 
 
小柳 
 ○ 昭和４２年には４２６人であったが、それ以後は減少し、平成２５年には２５８人と 
  なっている。 
 
但馬 
 ○ 昭和４１年で３７７人であったが、それ以後は減少しており、平成２５年には２４７ 
  人となっている。 
 
上但馬 
 ○ 昭和５０年代後半までは、２，３００人程度で推移していたが、それ以降は、年平均 
  ２５人程度が減少しており、平成２５年には１，４２４人となっている。 
 
屏風 
 ○ ３５０人程度で推移していたが、近年は若干増加しており、平成２３年以降は４００ 
  人を超えている。 
 
東屏風 
 ○ 宅地開発により昭和４９年に１，０００人を超え、昭和５２年には最大１，２３５人 
  となったが、それ以降はゆるやかな減少傾向にあり、平成２５年には８４２人となって 
  いる。 
 
三河 
 ○ １８０人程度を推移しており、昭和５２年には２００人となっていたが、ゆるやかな 
  減少傾向にあり、平成２５年には１４６人となっている。 
 
石見 
 ○ 石見団地の開発により昭和４０年代に急激に人口が増加し、平成１１年には２，２４ 
  ２人となり、現在は若干減少傾向にあるが、現在町内で最も多い大字となっている。 
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（図５）大字別人口の推移 
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【出典】本町住民基本台帳 
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１５年前から自然減（転入者数－転出者数）が生じている 

○ 出生数は、昭和５６年においては、死亡数を上回る６８人となっていたが、年々減少傾向 
 にあり、平成11年以降は、死亡数を下回っている。 
○ 平成１１年から平成２５年においては、自然増減により３０４人が減少しており、１年平  
 均２０．３人が減少していることになる。 

【出典】人口動態調査 

２－３ 自然増減についての人口分析 

（図６）出生数と死亡数の推移 
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「出生数減少」の主な原因はなにか 

出生数 合計特殊出生率 未婚率・ 
初婚年齢 

有配偶 
出生率 

結婚への意欲 
・機会の減少 

経済的・生活 
基盤の弱さ  

仕事と家庭の 
両立の困難さ 

第２、３子育児
の負担の重さ  

若者世代の 
町外への流出 

【出典】地域少子化・働き方指標（第１版） 
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本町の合計特殊出生率は・・・・「１．２６」 

○ 合計特殊出生率注１について、全国の状況は、第1次ベビーブーム時において「４．４０」、 
 第２次ベビーブーム時において「２．２０」という時期もあったが、それ以降においては、 
 徐々に減少している状況にある。 
○ 奈良県の合計特殊出生率について、全国の中でも低い推移となっており、平成２５年度に 
 おいては、「１．３１」と全国４３位となっている。 
○ 三宅町の合計特殊出生率については、県内平均を下回る推移となっており、「１．２６」 
 と県内２３位となっている。 

（図７－１）合計特殊出生率の推移 

【出典】人口動態統計 

（注１） 合計特殊出生率とは、「15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、一人 
    の女性がその年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。（厚生 
    労働省） 
（注２） 人口置換水準とは、人口が将来にわたって増えも減りもしないで、親の世代と同数で置 
    き換わるための大きさを表す指標（厚生労働省） 
（注３） 国民希望出生率とは、平成22年出生動向調査による夫婦の意向や独身者の結婚希望等か 
    ら算出したもの。｛既婚者割合×夫婦の予定子ども数＋ 未婚者割合×未婚結婚希望割合× 
    理想子ども数} ×離別等効果）＝１．８となる。 （平成22年出生動向調査）  
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奈良県１．３１ 

（図７－２）全国の合計特殊出生率 
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（図７－３）県内の合計特殊出生率 

【出典】人口動態統計 

1.07 

1.57 

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

1.80

1.90

2.00

2.10

2.20

平
群
町

 

上
牧
町

 

吉
野
町

 

御
所
市

 

宇
陀
市

 

明
日
香
村

 

下
市
町

 

曽
爾
村

 

河
合
町

 

御
杖
村

 

五
條
市

 

奈
良
市

 

大
淀
町

 

大
和
高
田
市

 

川
西
町

 

生
駒
市

 

三
宅
町

 

高
取
町

 

王
寺
町

 

野
迫
川
村

 

上
北
山
村

 

安
堵
町

 

東
吉
野
村

 

大
和
郡
山
市

 

川
上
村

 

下
北
山
村

 

天
川
村

 

黒
滝
村

 

広
陵
町

 

桜
井
市

 

天
理
市

 

山
添
村

 

三
郷
町

 

橿
原
市

 

斑
鳩
町

 

田
原
本
町

 

葛
城
市

 

十
津
川
村

 

香
芝
市

 

国民希望出生率（1.80） 

三宅町 1.26 
県内23位 

人口置換水準 （2.07） 

  

全国平均（1.43） 

県平均（1.31） 

奈良県の合計特殊出生率が低い原因は・・・ 

○ 合計特殊出生率が低い主な原因としては、①未婚率（有配偶率）・初婚年齢、②有配偶出 
 生率が考えられる。さらに、①、②の背景には、様々な要因の影響を受けていると考えられ 
 るが、その中でも「働き方」が大きな部分を占めていると考えられる。 

出産知識の向上 

結婚機会の増加 

働き方改革 
○雇用形態・賃金 
○労働環境 
○妊娠出産育児支援 

保育環境の整備 

住宅環境の整備 

育児費用の支援 

９ 



奈良県における結婚・出産の状況 

○未婚率※１については、男性は４８．５％で全国３１位であり、女性が３９．６％で全国ワー 
 スト４位となっており、県内での婚姻状況が全国的に悪いといえる。 
○有配偶出生率※２においては、未婚率、平均初婚年齢の状況に影響を受けているためか、７３ 
 ．０％となり、全国ワースト３位となっている。 
○平均初婚年齢※３についても、男性３１．０歳、女性２９．４歳となっており、男女ともに全 
 国的に低い順位となっている。 
○出産順位ごとの母の平均年齢※３についても、第１子が３０．３歳、第２子が３２．５歳、第 
 ３子が、３３．５歳となり、全国的に低い順位となっている。 
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○合計特殊出生率      ： １．２７％（４４位） 
○未婚率（男性、２５～２９歳）：４８．５％（３１位） 
○未婚率（女性、２５～２９歳）：３９．６％（４３位） 
○有配偶出生率（１５～４９歳）：７３．０％（４５位） 

有配偶出生率 

未婚率（女性） 

合計特殊出生率 

未婚率（男性） 

２－４ 結婚・出産に関する分析（自然増減） 

【出典】結婚・出産等に関する意識調査 

第３子出生年齢 

第２子出生年齢 

男性初婚年齢 
第１子出生年齢 

女性初婚年齢 

※１ 未婚率：国勢調査による日本人未婚者数の日本人人口に対する割合と、日本人の基準人口を用いて作成。 
※２ 有配偶出生率：人口動態統計による出生数の国勢調査から作成した日本人女性有配偶者数（１５～４９歳）に対する 
  比率 
※３ 人口動態統計月報年計参照 

（図８－１）全国の合計特殊出生率、未婚率、有配偶出生率 

（図８－２）全国の平均初婚年齢、出生順位ごとの母の平均年齢 
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奈良県における働き方の状況 

○地域少子化・働き方改革における地域少子化・働き方指標においては、出生率は、様々な要
因の影響を受けているが、その中で「働き方」は大きな部分を占めていると考えられている
（９ページ参照）。 
○奈良県の働き方を分析すると、週６０時間以上働く雇用者の割合については、１０．２％と 
 なり、全国４１位となっており、勤務時間が全国と比較して多くなっている。 
○また、一日あたりの通勤時間においても、８９分となり、全国４３位となり勤務時間ととも 
 に高い数値となっている。これは、大阪への通勤者が多く、ベットタウンとしての性質があ 
 ることが影響していると思われる。 
○そして、２５歳～３９歳男性のパートアルバイトの割合においても、７．０％となり、全国 
 ３７位となっており、非正規労働者が比較的多いといえる。 
○これらの働き方の指標によると、いずれも全国と比較し、働き方が改善すべき点が多いため 
 、全国でワースト３位の出生率という結果への影響を与えていると分析できる。 
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週60時間以上働く雇用者の割合 女性の有業率と育児をしている女性の有業率の差 

0～5歳人口に対する保育所定員数の比 パート・アルバイト割合（25～39歳、男性） 

三世代同居率 １日当たりの通勤等の時間 

 

○週６０時間以上働く雇用者の割合       ： １０．２％（４１位） 
○１日当たりの通勤等の時間          ：   ８９分（４３位） 
○女性の有業数と育児をしている有業率の差   ：△１７．６％（３５位） 
○０～５歳人口に対する保育所の定員数の比率  ： ４０．１％（２７位） 
○パート・アルバイトの割合（２５～３９歳男性）：  ７．０％（３７位） 
○三世代同居率                ：  ８．２％（２７位） 

【出典】地域少子化・働き方指標 

（図９）県内での労働状況等 
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三宅町での結婚・子育ての状況（県内市町村との比較） 

○未婚率については、男性は５５％、女性は４２％となり、県内においても高い水準にあり、 
 町内では結婚していない若者が多い状況といえる。 
○有配偶出生率については、７５．０％と県平均より多く、その要因としては、町の子育て支 
 援の影響もあると考えられる。 
○また、平均初婚年齢については、男性が３１．０歳、女性が２９．１歳と県内平均程度と 
 なっている。 
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【出典】地域少子化・働き方指標 

（図１０－１）県内における結婚・子育ての状況 

（図１０－２）県内の平均初婚年齢、出生順位ごとの母の平均年齢 
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○父親の就労状況は、「フルタイム就労」が９３．８％で最も多くなっている。 
○母親の就労状況は、「以前は就労していたが、現在は未就労」が３５．４％と最も多くなっ 
 ている、次いで「パート・アルバイト等就労」が３２．０％となり、いずれも「フルタイム 
 就労」１７．６％と比べて高い比率となっている。 
○また、育児休業休暇の取得状況においては、「取得していないと回答した父親」は７４．８ 
 ％となり、母親においても、「取得した」と回答したのは２４．５％となっている。 
○したがって、育児休業休暇を取得した人は、父親で２０人に１人、母親でも４人に１人しか 
 いない結果となっている。 
○育児休業休暇を取得した人における取得期間については、父親は「３カ月以内のみ」と短期 
 間での取得である一方、母親では「１年以上」取得した人が５０．０％となり、比較的長期 
 間の取得を行っている状況にある。 

17.6 

93.8 

4.8 32.0 2.0 35.4 6.8 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親の就労状況 

父親の就労状況 

フルタイム就労 フルタイム就労で、産休・育休・介護休業中 

パート・アルバイト等就労 パート等就労で、産休・育休・介護休業中 

以前は就労、現在は未就労 これまで就労したことがない 

無回答 

59.8 24.5 

4.1 

11.6 

74.8 

4.1 

20.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親 

父親 

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答 

100.0 

5.6 8.3 27.8 8.3 8.3 5.6 30.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親 

父親 

３カ月以内 ３カ月超～６か月以内 ６か月超～９か月以内 ９か月超～１年未満 

１年 １年超～１年半以内 １年半超～２年以内 ２年超～３年以内 

３年超 無回答 

三宅町での子育ての状況 

（図１１－１） 両親の就労状況 

（図１１－２） 育児休業休暇の取得状況 

（図１１－３） 育児休業休暇の取得期間 １年以上が５０・０％ 
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○育児休業休暇を取得しなかった理由については、父親では、「配偶者が取得するため」が、 
 ４５．５％と最も多く、次いで「仕事が忙しかった」が２４．７％、「職場に育児休業を取 
 りにくい雰囲気があった」が２２．７％となっており、労働環境を優先している傾向がある。 

○一方で、母親においては、「職場に制度がなかった」が４７．１％と最も多く、次いで「子 
 育てや家事に専念するため退職した」が３５．４％、「仕事に戻るのが難しそう」「取得要 
 件を満たさなかったため」がそれぞれ１７．６％となっており、職場環境の影響もあるが、 
 育児に専念する傾向が大きいといえる。 
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19.1 

45.5 
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13.6 
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9.1 
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職場に育児休業の制度がなかった 

子育てや家事に専念するため退職した 

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった 

仕事に戻るのが難しそうだった 

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった 

仕事が忙しかった 

収入減となり、経済的に苦しくなる 

配偶者が無償、祖父母等の親族にみてもら 

えるなど、制度を利用する必要がなかった 

（産休後に）仕事に早く復帰したかった 

産前産後の休暇を取得できることを知らず、退職した 

昇給・昇格などが遅れそうだった 

保育所などに預けることができた 

配偶者が育児休業制度を利用した 

育児休業を取得できることを知らなかった 

その他 

無回答 

母親 父親 

三宅町での子育ての状況 

（図１２） 育児休業休暇を取得しなかった理由 
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○仕事と育児を両立する上で、大変だと感じることとしては、「子どもと接する時間が少な 
 い」が３２．０％で最も多く、次に「病気・けがをしたときに面倒を見る人がいない」が 
 ２７．９％。「急な残業が入ってしまう」が２０．４％となっている。そのため、病気や残 
 業など緊急時への対応が困難だと感じている人が多いといえる。 
○また、子育てに不安を感じているかどうかについては、「非常に感じる」「なんとなく感じ 
 る」を併せると４９．６％が不安・負担を感じていることがわかる。 
○不安・負担に感じていることをみると、「経済的負担が大きい」が最も多く３８．１％とな 
 り、次いで、「ストレスなどで子どもにあたってしまうことがある」が３３．３％となって 
 いる。 
○子育て世代で不安に感じていることは、経済状況や雇用状況などの影響により「経済的な余 
 裕が少ない」ことが大きな要因になっていることがわかる。 
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43.5 
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非常に不安や負担を感じる 
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無回答 
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ストレスなどで子どもにあたってしまうことがある 

自分の時間がもてないこと 

仕事と子育ての両立が時間的に難しいこと 

保育サービスの利用にかかる負担が大きいこと 

子どもの安全に関すること 

子育て仲間や友人が少ないこと 

子どもへの接し方に自信が持てないこと 

子育てによる身体・精神の疲れが大きいこと 

近くに子ども向けの医療機関が少ないこと 

子育ての相談が気軽にできるところが少ないこと 

子育てについて配偶者の協力が少ないこと 

子育て支援に関する情報が得にくいこと 

子育てについて家族や親族の居力が少ないこと 

その他 

特にない 

無回答 

子育てで不安・負担と感じること「経済的負担」が１位 

32.0 
27.9 

20.4 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

子どもと接する時間が少ない 

自分や子供が病気・けがをした時に面倒を見る人がいない 

急な残業が入ってしまう 

職場の理解が得られない 

子どもの面倒をみてくれる保育所などが見つからない 

家族の理解が得られない 

子どもの他に面倒をみなければならない人がいる 

その他 

無回答 

（図１３－１）仕事と育児を両立する上で、大変だと感じること 

（図１３－２）子育てへの不安や負担 

（図１３－３）子育てで不安や負担と感じること 

【出典】 三宅町子ども・子育て支援に関するニーズ調査 

１５ 



○評価できる点については、「地域の人たちによる防犯活動」が最も多い２５．８％となり、 
 次いで、「保育所の整備・充実」が２３．８％、「乳幼児健診の体制」が２２．４％となっ 
 ている。 
○一方、充実してほしい点としては、「子どもの遊び場」が７４．１％となり最も多く、「小 
 児医療体制」が４４．９％と高くなっている。 
○子どもの遊び場の確保と、小児医療体制の充実などが、他の項目に比べて非常に多くなって 
 いることから、これらの拡充がこれからの町の課題ともいえる。 
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日中の一時的な預かり保育 

子育てに関する相談体制 

子育てサークル活動への支援 

就学前の子供に対する教育・保育の質 

親子が参加できる身近な場や機会 

障害など配慮が必要な子どもへの支援 

地域の人たちによる子育て支援活動 

短時間や短期間勤務に対する保育 

小児医療体制 

子どもの遊び場 

子育てに関する情報提供 

親子が楽しめる観劇、音楽会などの文化事業 

交通事故の危険防止対策 

子育てに配慮された公共施設の整備 

企業と連携した仕事と子育ての両立支援 

その他 

特になし 

無回答 

評価できる点 今後充実してほしい点 

子育て環境への要望「遊び場１位・医療体制２位」 

（図１４）三宅町の子育て環境や支援に関して評価できる点、充実して 
     ほしい点 

【出典】 三宅町子ども・子育て支援に関するニーズ調査 
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○結婚意向がある男性・女性の結婚しない理由については、「適当な相手に巡り合わないか 
 ら」が１位となっており、男女の出会いの機会の不足が大きな要因となっている。また、男 
 性においては、「仕事・学業に打ち込みたいから」が２位となっており、女性に比べ、男性 
 の方が仕事・学業を優先する傾向がみられる。 
○一方で、結婚意向がない男性・女性については、「結婚する必要を感じないから」が結婚し 
 ない理由の１位となっている。 
○また、結婚意向の有無については、交際経験がない人に結婚意向が少ない傾向にあることが 
 わかる。これは、特に男性にみられ、結婚意向がないと回答した男性の６２．９％が交際経 
 験がないことになる。 
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結婚・出産等に関する意識調査 

（図１５－１）結婚しない理由について 

（図１５－２）交際経験の有無と結婚意向との関係について 

       男 性              女 性 

【出典】 結婚・出産等に関する意識調査（１８歳～３４歳）  
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１６年前から「転出数」が「転入数」を上回っている 

○ 平成８年から平成２５年までの転入数は、平成８年には３１８人となっていたが、徐々に 
 減少し、平成２５年には２４２人となっている。 
○ 一方で、同期間における転出数は、平成８年には３６５人となり、増減はあるが徐々に減 
 少し、平成２５年には３１３人となった。ここ数年は２００人後半から３００人前半で推移 
 している。 
○ 純移動数については、平成８年から平成２５年にかけては、年平均５６．５人の減少なっ 
 ている。 
○ 転入については、県内からの転入が多く、６７人（うち、磯城郡内５１人、磯城郡以外１ 
 １６人）となり、県外からの転入は５８人（うち、近畿圏内３１人、東京圏内９人、近畿東 
 京圏内以外１８人）となっている。 
○ 転出については、県内への転出が、２０５人（うち、磯城郡内４７人、磯城郡以外１５８ 
 人）となり、県外への転出は１０１人（うち、近畿圏内６５人、東京圏内２０人、近畿東京 
 圏内以外１６人）となっている。 
○ 以上のことから、本町の転入出については転入の７４．２％、転出の６７．０％が県内市 
 町村での移動となっている。 
○ また、転出先と勤務先を比べると相関関係にあり、本町における転出先については、県内 
 の勤務地等への転出が最も多いものと考えられる。 

【出典】 住民基本台帳人口移動報告 

２－５ 社会増減についての人口分析 

（図１６）転入者数・転出者数の推移 
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【出典】 住民基本台帳人口移動報告 

（図１７－１）平成２５年度における転入・転出の状況 
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（図１７－２ 平成２５年度における転入・転出の状況） 
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【出典】  住民基本台帳人口移動報告 
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町外への通勤者の割合は７割を超えている 

○ 町内の労働状況については、就業者数 は、３，１２４人（２０１０年）となっており、総 
 人口の減少と同様に、減少している。 
○ また、町内事業所の就業者数 は１，６８１人（２０１０年）であり、就業者数の２分の１ 
 程度となっている。そのため、町外への就業者数 は、２，２０８人（２０１０年）となり、 
 町外への通勤者の割合 についても年々上昇し、７０．７％となっている。 

【出典】  国勢調査 

（図１８）転入者数・転出者数の推移 

２－６ 労働状況等に関する分析（社会増減） 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

0 人 

500 人 

1,000 人 

1,500 人 

2,000 人 

2,500 人 

3,000 人 

3,500 人 

4,000 人 

4,500 人 

5,000 人 

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

労働力人口（人） 就業者（人） 

従業地による就業者数（人） 自市区町村で従業している就業者数（人） 

他市区町村への通勤者数（人） 完全失業者（人） 

他市区町村への通勤者比率（％） 

労働力人口 
3,431人  

町外への通勤者の割合 
70.7％ 

町外への就業者数 
2,208人 

就業者数 
3,124人 

町内事業所の就業者数 
1,681人 

町内での就業者数 
778人 完全失業者 

307人 

２０ 



町外の通勤通学先に転出が集中している 

○ 通勤通学先については、磯城郡の田原本町、川西町や近隣の広陵町、河合町、そして、奈 
 良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、桜井市などの都市部への通勤通学者が多 
 くなっている。 
○ この通勤通学先と転出者の移動先を比較すると、通勤通学者数が多い市町村に対して、転 
 出者が多くなるという相関関係が確認できる。 

【出典】  国勢調査・住民基本台帳人口移動報告 

（図１９－１）平成２２年の町内外への通勤通学者数 

812 

0

50

100

150

200

奈
良
市 

大
和
高
田
市 

大
和
郡
山
市 

天
理
市 

橿
原
市 

桜
井
市 

五
條
市 

御
所
市 

生
駒
市 

香
芝
市 

葛
城
市 

宇
陀
市 

山
添
村 

平
群
町 

三
郷
町 

斑
鳩
町 

安
堵
町 

川
西
町 

三
宅
町 

田
原
本
町 

曽
爾
村 

御
杖
村 

高
取
町 

明
日
香
村 

上
牧
町 

王
寺
町 

広
陵
町 

河
合
町 

吉
野
町 

大
淀
町 

下
市
町 

黒
滝
村 

天
川
村 

野
迫
川
村 

十
津
川
村 

下
北
山
村 

上
北
山
村 

川
上
村 

東
吉
野
村 

三
重
県 

京
都
府 

大
阪
府 

兵
庫
県 

800 
 
～ 

0

5

10

15

20

25

30

35

奈    

良    

市 

大 

和 

高 

田 

市 

大 

和 

郡 

山 

市 

天    

理    

市 

橿    

原    

市 

桜    

井    

市 

五    

條    

市 

御    

所    

市 

生    

駒    

市 

香    

芝    

市 

葛    

城    

市 

宇  

陀    

市 

山    

添    

村 

平    

群    

町 

三    

郷    

町 

斑    

鳩    

町 

安    

堵    

町 

川    

西    

町 

三    

宅    

町 

田  

原  

本  

町 

曽    

爾    

村 

御    

杖    

村 

高    

取    

町 

明  

日  

香  

村 

上    

牧    

町 

王    

寺    

町 

広    

陵    

町 

河    

合    

町 

吉    

野    

町 

大    

淀    

町 

下    

市    

町 

黒    

滝    

村 

天    

川    

村 

野  

迫  

川  

村 

十  

津  

川  

村 

下  

北  

山  

村 

上  

北  

山  

村 

川    

上    

村 

東  

吉  

野  

村 

三    

重     

県 

滋    

賀     

県 

京    

都     

府 

大    

阪     

府 

兵    

庫     

県 

和  

歌  

山   

県 

（図１９－２）平成２２年の他市町村への転出者数 
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町内産業は、「製造業」に特化している 

○ 町内産業（大分類）での特化係数においては、事業所数 、従業員数 、売上高 、付加価値 
 額、取引流入額 の全てにおいて、「製造業」が大きく特科していることが分析できる。他の  
 分類では、「運輸業、郵便業」、「複合サービス事業」において、特化した数値が確認でき 
 る。 
○ したがって、特化係数によると町内産業においては、「製造業」が中核的な役割を担って 
 いるといえる。 
○ また、特化係数の低い主な産業としては、「宿泊業、飲食サービス業」や、「医療、福祉 
 」などの分野があげられる。これらは、駅前などの商業地がないことや、診療所などの医療 
 機関が減っていることが原因と考えられる。 

【出典】  地域経済分析システム 

（図２０）町内産業（大分類別）の状況 
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製造業の中では、革製品製造業、繊維工業、化学工業、
プラスチック製品製造業が中核的な役割を担っている。 

○ 製造業の内訳について、全国平均と県平均を比較すると、事業所数では、なめし革・同製 
 品・毛皮製造業（以下、革製品製造業という。）の割合が特に多くなっている。これは、本 
 町が「スポーツ用品工業の町」として、地場産業となっている革製品の製造業によるものと 
 いえる。 
○ また、従業員数では、繊維工業、化学工業、プラスチック製品製造業（別掲を除く）（以 
 下、プラスチック製品製造業という。）が高い割合となっている。他の売上高、付加価値額 
 、取引流入額を見ると、繊維業、プラスチック製品製造業が大きな割合を占めている。 
○ これらの分析では、町内産業は、革製品製造業、繊維工業、化学工業、プラスチック製品 
 製造業が中核的な役割を担っているといえる。 

（図２１）製造業の状況 
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【出典】  地域経済分析システム 
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町内においては、徐々に農業離れが進んでいる。 

○ 町内における農家数は、１９８５年には、４４８戸であったが、２０１５年では、２０５ 
 戸まで減少している。また、農家人口においても、１９８５年には２，０３２人であったが、 
 ２００５年には、１，１６８人まで減少している。特に販売農家については、２０１５年に 
 は、１１１戸まで減少しており、農業離れが加速している。 
○ 耕地面積については、１９８１年では、本町面積（４．０６㎢）の４９．５％に当たる「 
 ２０１ｈａ」であったが、その後は減少を続け、２０１３年では、２３．９％減となる「１ 
 ５３ｈａ」となっている。 
○ 農業産出額は、耕地面積の減少に比例し、１９８４年には、３７３百万円であったが、２ 
 ００６年においては、４６．１％も減少し、２０１百万円となっている。 

（図２２）本町の農家数及び農家人口の推移 

２－７ 農業に関する現状分析（社会増減） 
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（図２３）本町の耕地面積及び農業算出額の推移 

【出典】  農業センサス 

【出典】  生産農業所得統計・耕地及び作付面積統計 

百万円 ｈａ 

（注１）農家とは、経営耕地面積が１０ａ以上の農業を営む世帯又は経営耕地面積が１０ａ未満で 
    あっても、調査期日前1年間の農産物販売金額が15万円以上あった世帯（例外規定農家） 
    をいう。 
（注２）販売農家とは、経営耕地面積が３０アール以上または、農産物販売金額が５０万円以上の 
    農家をいう。 
（注３）農業産出額は、耕種、畜産など農業生産によって得られた農産物とこれを原料とする加工 
    収益の合計をいう。  

（注２） 
（注１） 

（注３） 

農家数205戸（2015） 
販売農家数111戸（2015） 



ほとんどの農家が稲作を生産している。 

○ 町内の農地については、古くから水田が多く、農作物についても、稲作が大半を占めてい 
 る。２０１５年においても、稲作を主として生産する農家が全体の９６．０％となっている 
 。 
○ その出荷先については、小売業者への直接の出荷も見られるが、 全体の５０．５％が農業 
 協同組合への出荷と、最も多くなっている。 

【出典】  農業センサス 

（図２４）２０１５年における作物別の経営体数  
                    （※首位部門の販売金額が８割以上の経営体） 
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農業経営においては、家族経営等の小規模な農家が多い 

○ 農家それぞれの耕地面積については、全体の８２．９％が１．０ｈａ未満であり、小規模 
 経営を行っている農家がほとんどとなっている。 
○ 農業経営については、小規模の耕地面積による農家が大半であることから、雇い入れを行 
 った経営体は１９戸となり、手伝い等を含む雇用者は６３人にとどまっている。特に、常勤 
 雇用については、２人しかいない状況となっている。そのため、経営については、家族経営 
 がほとんどであると分析される。 

【出典】  農業センサス 

（図２６）２０１５年における経営耕地面積規模別経営体数 
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農業産出額・生産農業所得については減少傾向にある 

○ 農業産出額※１は、１９８４年の３７３百万円をピークとし、２００５年には、２１０百万 
 円まで減少している。生産農業所得※2については、１９７８年の２０４百万円をピークに、 
 ２００５年には、７０百万円まで減少している。 
○ ２００５年における農家１戸あたりの生産農業所得については、２１７千円と低迷し、基 
 幹的農業従事者※３１人あたりの生産農業所得においても、８９５千円と低迷している。 

【出典】  農業センサス 

（図２８）農業産出額および生産農業所得の推移 
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【出典】  奈良県農林水産業統計年報 

千円 百万円 

（注１）農業産出額とは、農業産出額は、耕種、畜産など農業生産によって得られた農産物とこれ  
    を原料とする加工収益の合計をいう。 
（注２）生産農業所得とは、部門別農業産出額に「部門別所得率」を乗じて部門別所得を算出し、 
   これらを合計した額（生産農業所得＝農業産出額×所得率＋助成金等） 
（注３）基幹的農業従事者とは、農業に主として従事した世帯員のうち、調査期日前１年間の普段 
   の主な状態が「仕事に従事していた者」をいう。 



農業の担い手不足により、農業従事者の高齢化が進む 

○ 農業後継者については、同居の後継者がいると答えた農家は、１１１戸中３９戸と、３ 
 ５．１％と低迷し、後継者がいないと回答した農家は、全体の３６．０％に当たる４０戸と 
 なっている。そのため、深刻な農業の担い手不足が生じている。 
○ その原因としては、農業生産所得の低迷が大きな足かせとなり、生産年齢人口の中心とな 
 る２０～４０歳代の担い手がいないのが現状である。 
○ ２０１５年における年齢別の基幹的農業従事者においては、２０～４０歳代の担い手は３ 
 人しかおらずであり、６０～７０歳代が５１名となり全体の６９．９％と大半を占めている 
 。そのため、基幹的農業従事者の平均年齢については、７０．７歳となり、深刻な高齢化が 
 進んでいる。 

【出典】  農業センサス 

（図３０）後継者の有無別農家数 
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（図３１） ２０１５年における年齢別の基幹的農業従事者数及び平均年齢 
 （自営農業に主として従事した世帯員のうち仕事が主の世帯員数） 
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【出典】  農業センサス 



１０代後半～３０代前半の若者が流出している 

○ 男性においては、１５～１９歳から３５～３９歳になるときに大幅な転出超過となってい 
 る。 
○ これらは、高校や大学への進学に伴う転入、及び、大学卒業に伴う転出の影響が考えられ 
 る。 
○ また、５０歳代から６０歳代の退職年齢において、相当程度の転出超過となっている。退 
 職に伴い、他市町村へ居住地を移すケースもあると考えられる。 
○ 男女を比べると、１５～３５歳までの減少の人数に差異があることから、単身世帯の転出 
 が多いと考えられる。 

【出典】  国勢調査 

（図３２）2005年→2010年の年齢階級別人口移動 

２－８ 人口移動の状況分析（社会増減） 
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バブル期直後に転出超過が顕著になっている 

○ 就業者の中核の年齢である「１５～１９歳から３０～３４歳」になるときにみられる転出 
 超過は、1980年以降、高水準で推移している。 
○ この近年の動きについては、景気状況にも影響されていると考えられ、バブル経済直後に 
 は、男性の１５～１９歳から３０～３４歳になるときの転出超過が顕著にみられる。 

【出典】  国勢調査 

（図３３）2005年→2010年の年齢階級別人口移動 
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自然増減、社会増減ともに減少している 

○ 平成８年から平成２５年までの自然増減と社会増減による総人口への影響については、平 
 成９年では自然増（出生数＞死亡数）であり、かつ、社会増（転入＞転出）により人口は増 
 加していた。しかし、それ以降については、平成１１年以降について自然減であり、かつ社 
 会減であるため、人口は減少しつづけている。 
○ 社会増減と自然増減を比較すると、社会増減が平均△５６．５人であり、自然増減は、△ 
 １５．６人となり、社会増減による減少数が上回っている。 

【出典】 住民基本台帳人口移動報告・地域経済分析システム 

（図３４）総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

２－９ 自然増減と社会増減の影響分析 
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３ 人口の将来推計 

３－１ 将来推計人口 

４つの推計方式 

○ 出生・死亡・移動について、一定の仮定を設定した以下の4パターンの推計方式を用いて将 
 来人口を推計する。 

《出生・死亡に関する仮定》 《移動に関する仮定》 

      

Ⅰ 
（創生会議準拠） 

2005年～2010年の人口動向を 
勘案し、将来人口を推計 

全国の移動総数が縮小せずに2035年
～2040年まで概ね同水準で推移する
と仮定 

  
  
  

 
 

  
  

  

Ⅱ 
(社人研準拠) 

同  上 

2005年～2010年の純移動率が2015
年～2020年までに定率で0.5倍縮小
し、その後はその値で推移すると仮
定 

  
  
  

  

Ⅲ 
（独自推計） 

合計特殊出生率が2035年までに 
人口置換水準（2.07）まで上昇 
すると仮定 

同  上 

  
  
  

  

Ⅳ 
（独自推計） 

同  上 
純移動率がゼロ（均衡）で推移する
と仮定 

人口移動が均衡 

合計特殊出生率が上昇 

人口移動が縮小 

３２ 

《推計方式》 



２０４０年には４，５７６人（本年度比３６％減） 

○ ４つの推計方式（前項参照）によって将来人口を推計した結果、総人口は、２０４０年に 
 は、推計方式「Ⅰ」が４，５７６人、「Ⅱ」が４，９５８人、「Ⅲ」が５，２４３人、「Ⅳ 
 」が５，７１７人となっている。また、２０６０年においては、「Ⅱ」が３，４４４人、「 
 Ⅲ」が４，１４６人、「Ⅳ」が４，８１１人となっている。 
○ 人口推移が転出超過基調にあるため、「Ⅱ」に比べ、「Ⅰ」の推計では、人口減少が一層 
 進む見通しとなっている。 
○ 出生率が上昇した場合「Ⅲ」には、２０６０年に総人口が４，１４６人、出生率が上昇し 
 、かつ人口移動が均衡した場合「Ⅳ」には、２０６０年に総人口が４，８１１人と推計され 
 、「Ⅱ」に比べると、それぞれ７０２人（２０．４％増）、１，３６７人（３９．７％増） 
 多くなることがわかる。 

【出典】  国立社会保障・人口問題研究所推計に基づき算出 

（図３６）総人口推計 
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３３ 

※ 推計方法Ⅲ・Ⅳの2015年人口については、平成27年12月末の住民基本台帳による。 



すべての大字で人口が減少していく 

○ 町内のすべての大字で人口減少が継続していき、2040年においては、2010年と比較し、 
 59.0％～84.5％程度に減少し、2060年においては、45.0％～76.4％に減少する。 
○ 最も減少の割合が少ない大字は屏風であり、2040年で344人、2060年で311人となってい 
 る。一方で、最も減少の割合が多いのは三河であり、2040年で89人、2060年で68人となっ 
 ている。 

【出典】  三宅町住民基本台帳・国立社会保障・人口問題研究所推計により算出 

（図３７）大字別人口推計 
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年少人口は、合計特殊出生率の向上により維持できる 

○ 4つの推計方式ごとに、年齢3区分別人口を推計した結果、「Ⅱ」と比較して、「Ⅰ」にお
いては「0～14歳」人口の減少率は小さくなり、「Ⅲ」及び「Ⅳ」においては、増加に転じるこ
とがわかる。 
○ 一方、「15～64歳人口」と「65歳以上人口」は、「Ⅱ」・「Ⅲ」・「Ⅳ」との間でそれほ 
 ど大きな差はみられない。 
○ 老年人口比率は、「Ⅱ」では2040年を超えも老年人口比率は上昇を続ける。 
○ 一方、「Ⅲ」においては、2030年までに出生率が上昇するとの仮定によって、人口構造の 
 高齢化抑制の効果が2045年頃に現れ始め、35％程度でピークになり、その後、低下する。 
○ また、「Ⅳ」における、2035年までに出生率が上昇し、かつ人口移動が均衡するとの仮定 
 によって、人口構造の高齢化抑制の効果が2045年頃から現れ始め、36％程度でピークにな 
 り、その後、低下する。したがって、その効果は、「Ⅲ」よりも高いことがわかる。 

【出典】  国立社会保障・人口問題研究所推計により算出 

（図３８－１）年少人口推計 （図３８－２）生産年齢人口推計 
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人口ビラミッドでは、若年層の減少が顕著に表れる 

○ 人口ピラミッド による推計を見ると、４つの推計方法のうち人口移動が収縮するのみであ 
 る「Ⅱ」においては、２０３０年より０－４歳から１５－１９歳までの人口が減少しはじめ 
 ている。また、２０６０年には、０－４歳から４０－４４歳までに人口減少が拡大している。 

○ 「Ⅲ」においては、２０３０年には、全体的に人口構造が高齢化しているが、年少人口の 
 減少は、「Ⅱ」に比べて抑えられている。また、２０６０年においては、年少人口及び生産 
 年齢人口についても維持されている。一方で、老年人口の減少しており、人口構造が前年代 
 において均等になっている。 
○ 「Ⅱ」と「Ⅲ」を比較すると、合計特殊出生率の改善により将来における年少人口及び生 
 産年齢人口を維持することが可能となっている。 

【出典】  国立社会保障・人口問題研究所推計により算出 

推計方法Ⅱ 推計方法Ⅳ 
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（図３９）人口ピラミッドによる人口推計 



本町の人口減少段階は、「第１段階（老年人口の増加）」 

○ 「人口減少段階」は、一般的に、「第1段階：老年人口の増加（総人口の減少）」、「第2 
 段階：老年人口の維持・微減」、「第3段階：老年人口の減少」）の３つの段階を経て進行す 
 るとされている。 
○ 推計方式Ⅰのデータを活用して分析すると、本町の「人口減少段階」は「第１段階」に該 
 当する。 

【出典】  国立社会保障・人口問題研究所推計により算出 

（図４０）人口の減少段階（2010年人口を100として算出。） 

３－２ 推計人口に関する分析 
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将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

○ 将来人口に及ぼす、自然増減（出生・死亡）と社会増減（人口移動）の影響度について分 
 析した結果、自然増減の影響度が「４（影響度110～115％）」、社会増減の影響度が「２ 
 （影響度100～110％）」となっており、出生率の上昇につながる施策及び人口の社会増をも 
 たらす施策に取り組むことが、人口減少度合いを抑えること、さらには歯止めをかける上で 
 効果的であると考えられる。 

（図４１）人口増減、社会増減の影響度 

推計方法 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ／Ⅱ Ⅳ／Ⅲ 

2040年推計人口 4,958 5,391 5,879 １０８．７％ １０９．１ ％ 

自然増減の影響度 社会増減の影響度 

３ ２ 

  推計方式Ⅱ 推計方式Ⅲ 推計方式Ⅳ 

出生・ 
死亡に
関する
仮定 

2005年～2010年の人口
動向を勘案し、将来人
口を推計 

合計特殊出生率が2035
年までに人口置換水準
（2.07）まで上昇する
と仮定 

同 左 

移動に
関する
仮定 

2005年～2010年の純移
動率が2015年～2020年
までに定率で0.5倍縮小
し、その後はその値で
推移すると仮定  

同 左 
純移動率がゼロ（均衡 
）で推移すると仮定 

（参考）影響度の分析の考え方 

自然増 社会増 

  
      推計方式Ⅲの2040年の総人口 
 

      推計方式Ⅱの2040年の総人口 
 

 X＜100%     → 影響度「１」 
 100%≦X＜105% → 影響度「２」 
 105%≦X＜110% → 影響度「３」 

110%≦X＜115% → 影響度「４」 
 115%≦X         → 影響度「５」 

  
      推計方式Ⅳの2040年の総人口 
 

      推計方式Ⅲの2040年の総人口 
 

 Ｙ＜100%       → 影響度「１」 
 100%≦Ｙ＜110% → 影響度「２」 
 110%≦Ｙ＜120% → 影響度「３」 

120%≦Ｙ＜130% → 影響度「４」 
 130%≦Ｙ         → 影響度「５」 

Ｙ＝ Ｘ＝ 
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人口減少の影響は様々な分野に及ぶ 

○経済     … 生産年齢人口の減少により、地域経済が縮小する。 

○雇用     … 地域経済が縮小することにより、町内での雇用の場が減少する。 

○消費     … 小売店、飲食店などが撤退し、買い物弱者が増加する。 

○教育     … 児童数の減少する一方で、現在の学校管理経費が必要となる。 

○医療・介護  … 老年人口の増加により、医療・介護の必要性が増加する一方、生産年齢 

          の減少により、国民健康保険、介護保険の負担がより大きくなる。 

○まちづくり  … 地域コミュニティの担い手が減少し、地域の見守りなど、自助・共助に 

          よる地域での支え合いができなくなる。また、地域での空き家が増加す 

          る。 

○地域交通   … 公共交通である鉄道事業所の路線の運航規模の縮小などにより、地域の 

          移動手段の確保が困難となる。 

○公共施設   … 利用者数の減少により、現在の規模での維持管理が困難となるため、公 

          共施設の集約・廃止により利便性が低下する。 

○地域インフラ … インフラの維持に係る住民一人当たりの負担が増加する一方で、税収の 

          減少することで、インフラの維持管理が困難となる。 

○税収     … 人口減少、経済規模の縮小により、住民税、法人税、固定資産税などの 

          町税に限らず、国からの地方交付税等の減収により、住民サービスが低 

          下する。 

 

【出典】 奈良県地方総合戦略 

３－３ 人口減少などの影響分析 
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４ 三宅町の将来人口展望 

４－１ 自然増減対策 

人口移動が縮小 

４－２ 社会増減対策 

４－３ 将来人口展望 

○ 自然増減と社会増減の両面からの取り組みを実施し、合計特殊出生率（１．２６）が、国 
 民希望出生率（１．８）や、人口置換水準（２．０７）にまで上昇させるとともに、社会増 
 減を均衡させることで、２０６０年において５，０４９人の人口になると見込まれており、 
 人口バランスの均衡にもつながります。 
○そのため、地方創生への取組みとして総合戦略における「雇用創出」、「移住促進」、「若 
 者支援」、「地域づくり」を実施することで、人口減少に歯止めをかける。 

２０６０年に人口５，１００人を目指します。 
４０ 

○ 自然減については、未婚化・晩婚化・晩産化による「合計特殊出生率の低下（１．２６ 
 ）」が大きな要因と分析できる。 
 
  
 
 
 
 
○ したがって、未婚化、晩婚化、晩産化の解消を行う施策を実施することで、合計特殊出生 
 率を人口置換出生率である「 ２．０７ 」まで向上することを目指します。 
 

未婚率の上昇 
男性５５．０％ 
女性４２．９％ 

平均初婚年齢
の 上 昇 
男性３１．０歳 
女性２９．１歳 

母の平均出産 
年 齢 の 上 昇 

３１．４歳 

合計特殊出生率 
の 低 下 

１．２６ 

○ 社会減については、町内における雇用の場の不足によって、特に２０～３０歳の若者が通 
 勤先市町村へ流出していることが大きな要因と分析できる。 
  
 
 
 
 
○ したがって、町内における雇用の創出を図るとともに、定住化・移住促進を図ることで、  
 社会増減の均衡を目指します。 

地域経済の 
縮 小 

町内雇用の 
縮 小 

町 外 へ の 
就業者数の増加 
※町外への通勤者の割合 
    ７０．７％ 

通勤先市町村
へ の 転 出 


